
１．
相
談
企
業
の
概
要

東
京
都
内
に
あ
る
Ａ
社
は
、
家
庭
用

プ
ロ
パ
ン
ガ
ス
等
の
燃
料
販
売
会
社
で

あ
る
。
い
ま
の
Ｙ
社
長
（
６５
歳
）
が
創

業
し
て
３０
年
に
な
る
が
、
会
社
は
順
調

に
成
長
し
、
従
業
員
は
１２
名
、
売
上
高

も
年
商
７
億
円
と
業
容
を
拡
大
。
利
益

も
毎
期
計
上
し
て
い
る
優
良
企
業
だ
。

社
長
に
は
二
人
の
息
子
が
い
る
が
、

次
男
が
医
者
と
し
て
独
立
し
て
い
る
た

め
、
次
期
後
継
者
は
長
男
と
決
め
て
い

る
。
長
男
（
３５
歳
）
は
大
学
卒
業
後
、

大
手
企
業
で
将
来
の
後
継
者
と
し
て
修

業
。
５
年
前
に
そ
の
会
社
を
辞
め
、
現

在
専
務
と
し
て
父
親
の
仕
事
を
手
伝
っ

て
い
る
。

社
長
は
１
年
前
に
体
調
を
崩
し
入
院

し
た
こ
と
も
あ
り
、
将
来
の
事
業
承
継

の
こ
と
を
考
え
、
い
ま
の
う
ち
に
長
男

へ
会
社
経
営
を
バ
ト
ン
タ
ッ
チ
し
た
い

と
考
え
て
い
る
。
し
か
し
、
長
男
に
は

会
社
の
自
社
株
を
購
入
す
る
だ
け
の
買

取
資
金
が
な
い
。
株
主
構
成
は
社
長
が

８０
％
と
な
っ
て
い
る
（
図
表
１
）。
そ

こ
で
Ｙ
社
長
は
、
日
頃
か
ら
事
業
承
継

の
提
案
に
熱
心
な
取
引
金
融
機
関
Ｂ
行

へ
、
今
後
の
対
策
に
つ
い
て
相
談
す
る

こ
と
に
し
た
。

２．
対
策
の
ポ
イ
ン
ト
＆

サ
ポ
ー
ト
の
流
れ

事
業
承
継
対
策
は
大
き
く
３
ス
テ
ッ

プ
で
進
め
て
い
く
こ
と
に
な
る
（
図
表

２
）。
こ
こ
で
大
切
な
こ
と
は
、
ま
ず

ス
テ
ッ
プ
１
と
し
て
企
業
の
現
在
の
自

社
株
評
価
額
が
い
く
ら
な
の
か
を
把
握

す
る
こ
と
だ
。

そ
こ
で
早
速
、
Ｂ
行
は
事
業
承
継
対

策
の
専
門
部
署
を
通
し
て
、
Ａ
社
の
自

社
株
の
概
算
評
価
を
し
た
と
こ
ろ
、
Ａ

社
の
企
業
規
模
は
「
中
会
社
の
中
」
で

あ
り
、
社
長
の
自
社
株
式
評
価
は
原
則

的
評
価
額
で
５
５
０
０
円
で
あ
っ
た
。

簿
価
５
０
０
円
に
対
し
て
、
な
ん
と
１１

倍
も
の
価
値
が
あ
る
こ
と
が
分
か
っ
た

の
だ
（
図
表
３
）。

Ａ
社
は
業
績
が
順
調
な
た
め
、
こ
れ

か
ら
先
も
自
社
株
の
株
価
が
上
昇
す
る

と
予
想
さ
れ
た
。
Ａ
社
の
資
本
金
、
含

み
資
産
、
内
部
留
保
な
ど
が
か
な
り
評

価
さ
れ
た
結
果
で
あ
る
。

生
前
贈
与
を
行
う
た
め
に

納
税
猶
予
制
度
を
ア
ド
バ
イ
ス

次
に
ス
テ
ッ
プ
２
と
し
て
、
Ｙ
社
長

の
相
続
税
概
算
計
算
を
実
施
。
最
初
に

Ｙ
社
長
の
自
社
株
評
価
額
が
分
か
れ

ば
、
２
次
相
続
を
踏
ま
え
た
相
続
対
策

を
検
討
す
る
こ
と
も
重
要
で
あ
る
。
Ｙ

社
長
の
相
続
人
は
妻
と
二
人
の
子
ど
も

で
あ
り
、
相
続
財
産
は
図
表
４
の
と
お

り
。
財
産
の
多
く
が
自
社
株
と
い
っ
た

典
型
的
な
中
小
企
業
オ
ー
ナ
ー
の
資
産

構
成
で
あ
る
こ
と
が
分
か
っ
た
。

図
表
５
の
よ
う
に
自
社
株
の
移
転
対

策
に
は
５
通
り
あ
る
。
顧
問
税
理
士
と

連
携
し
対
策
を
検
討
し
た
結
果
、
長
男

に
は
自
社
株
の
購
入
資
金
が
な
い
こ
と

か
ら
、
自
社
株
の
生
前
贈
与
の
た
め
に

中
小
企
業
経
営
承
継
円
滑
化
法
を
使
っ

た
「
非
上
場
株
式
等
の
贈
与
税
納
税
猶

予
制
度
」
を
活
用
す
る
こ
と
を
提
案
し

た
（
図
表
６
）。

も
ち
ろ
ん
、
提
案
に
あ
た
っ
て
は
Ａ

社
自
体
・
後
継
者
で
あ
る
受
贈
者
・
先

代
経
営
者
で
あ
る
贈
与
者
な
ど
が
、
納

税
猶
予
制
度
の
利
用
要
件
を
ク
リ
ア
し

て
い
る
こ
と
も
チ
ェ
ッ
ク
し
た
。

社
長
が
退
任
す
る
こ
と
に
よ
り
役
員

退
職
金
を
１
億
円
支
給
す
る
と
、
自
社

株
評
価
額
が
５
０
７
５
円
に
引
き
下
げ

ら
れ
る
の
で
、
評
価
額
が
下
が
っ
た
と

こ
ろ
で
贈
与
す
る
こ
と
に
し
た
。

贈
与
税
の
納
税
猶
予
額
は
、
発
行
済

み
株
数
の
３
分
の
２
の
４
万
株
が
限
度

（
相
続
税
の
猶
予
制
度
の
場
合
は
そ
の

８０
％
が
納
税
猶
予
の
限
度
）
の
た
め
、

社
長
が
退
任
し
長
男
を
後
継
者
に
し
た

の
ち
、
社
長
の
持
ち
株
の
う
ち
４
万
株

を
贈
与
税
の
納
税
猶
予
特
例
を
使
っ
て

一
括
贈
与
す
る
こ
と
に
し
た
。

図
表
７
の
と
お
り
、
贈
与
税
の
納
税

猶
予
額
は
１０
億
４
６
４
５
万
円
と
な
っ

た
。
贈
与
税
の
納
税
猶
予
特
例
を
使
っ

た
後
の
Ａ
社
の
株
主
構
成
は
図
表
８
の

よ
う
に
な
っ
た
。
た
だ
し
、
Ａ
社
は
贈

与
を
受
け
た
年
の
翌
年
１
月
１５
日
ま
で

に
所
定
の
申
請
書
を
経
済
産
業
大
臣
に

提
出
し
、
認
定
の
申
請
を
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。
も
ち
ろ
ん
、
こ
の
認
定
支

援
に
つ
い
て
も
Ｂ
行
は
親
身
に
サ
ポ
ー

ト
を
行
っ
た
。

ち
な
み
に
、
引
き
続
き
特
例
の
適
用

を
受
け
る
場
合
は
、
５
年
間
は
毎
年
、

５
年
経
過
後
は
３
年
ご
と
に
継
続
届
出

書
を
所
轄
税
務
署
に
申
請
す
る
必
要
も

あ
る
。

３．
提
案
成
功
の
ポ
イ
ン
ト

Ａ
社
の
よ
う
な
同
族
企
業
の
場
合
、

経
営
に
集
中
す
る
あ
ま
り
、
自
社
株
の

評
価
額
が
い
く
ら
に
な
っ
て
い
る
か
に

つ
い
て
は
ほ
と
ん
ど
関
心
が
な
い
。
し

か
し
、
業
績
の
良
い
会
社
ほ
ど
土
地
等

の
含
み
資
産
も
多
く
、
Ａ
社
の
よ
う
に

自
社
株
評
価
額
が
簿
価
の
１０
倍
以
上
と

な
っ
て
い
る
こ
と
も
珍
し
く
な
い
。

Case1

親
族
に
継
が
せ
た
い
が
、
資
金
準
備
に
不
安
が
あ
る
場
合

経
営
承
継
円
滑
化
法
を
使
っ
た

納
税
猶
予
制
度
の
活
用
を
提
案

事例で
学ぶ事業承継アドバイスの

進め方とポイント
ここでは、事業承継の事例の流れに沿っ

て、円滑に後継者にバトンタッチを実現する
ための提案のポイントについて解説する。中小企業診断士
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図表１ 自社株の株主構成

持株割合
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図表２ 事業承継対策のアプローチ

図表３ A社の自社株評価額
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図表４ Y社長の所有資産
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ステップ１

自社株評価額の算出

�
ステップ２

相続税の概算計算

�
ステップ３

相続対策・自社株対策の実施
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４万８，０００株
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配当還元価格
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自社株
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合計
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合計

特 集 取引先の事業承継ニーズはこうキャッチする
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